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(57)【要約】
【課題】プロテクタを固定可能にする。
【解決手段】金属製のケースＣに設けられた貫通孔Ｃ１
に挿入されるコネクタハウジング４０と、コネクタハウ
ジング４０の電線引出部４７を覆った形態で貫通孔Ｃ１
の開口縁部に固定されるシールドブラケット６０と、電
線引出部４７から引き出された電線Ｗを同電線Ｗの引出
方向と交差する右方向に屈曲させて導出するプロテクタ
８０とを備えたプロテクタ付きシールドコネクタ１０で
あって、プロテクタ８０は、シールドブラケット６０の
外面に設けられた嵌合片６８が嵌合することでプロテク
タ８０をシールドブラケット６０に固定する被嵌合凹部
８７を具備しているところに特徴を有する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　金属製のケースに設けられた貫通孔に挿入される樹脂製のコネクタハウジングと、
　前記コネクタハウジングから電線を引き出す電線引出部を覆った形態で前記貫通孔の開
口縁部に固定される金属製のシールドブラケットと、
　前記電線引出部から引き出された前記電線を同電線の引出方向と交差する方向に屈曲さ
せて導出する樹脂製のプロテクタとを備えたプロテクタ付きシールドコネクタであって、
　前記プロテクタは、前記シールドブラケットの外面に設けられた嵌合部が嵌合すること
で同プロテクタを同シールドブラケットに固定する被嵌合部を具備しているプロテクタ付
きシールドコネクタ。
【請求項２】
　前記プロテクタは、前記電線と共に前記シールドブラケットの一部が前記電線の引出方
向と交差する方向に挿入される開口を有するプロテクタ本体部と、前記プロテクタ本体部
の前記開口を塞ぐことにより前記プロテクタ本体部と共に前記シールドブラケットの一部
を覆うカバー部とを備えており、
　前記嵌合部と前記被嵌合部とは、前記シールドブラケットを前記プロテクタ本体部に挿
入する際に、前記シールドブラケットの挿入方向に嵌合する請求項１記載のプロテクタ付
きシールドコネクタ。
【請求項３】
　前記シールドブラケットは、前記ケースの外面に接触して固定される板状の固定部と、
前記固定部と一体に形成され、前記電線引出部を覆うように前記ケースとは反対側に延び
る筒部とを有しており、
　前記被嵌合部は、前記嵌合部を内部に嵌合する形態とされており、
　前記嵌合部は、前記固定部に設けられ、前記固定部において前記ケースに接触する接触
面よりも前記筒部側に配されている請求項１または請求項２記載のプロテクタ付きシール
ドコネクタ。
【請求項４】
　前記被嵌合部は、前記嵌合部を囲む囲壁と、前記囲壁と連なって設けられ前記嵌合部と
前記被嵌合部とが正規の嵌合状態に至った際に前記嵌合部と当接する底壁とを有している
請求項１乃至請求項３の何れか一項に記載のプロテクタ付きシールドコネクタ。
【請求項５】
　前記シールドブラケットの一側には、複数の前記嵌合部が均等に配されている請求項１
乃至請求項４の何れか一項に記載のプロテクタ付きシールドコネクタ。
【請求項６】
　前記プロテクタには、前記プロテクタ本体部と前記カバー部とを組み付けた状態に保持
するロック機構が設けられており、
　前記被嵌合部は、前記プロテクタ本体部から外方に向かって張り出した形態をなしてお
り、
　前記被嵌合部は、前記ロック機構と連なって設けられている請求項２乃至請求項５の何
れか一項に記載のプロテクタ付きシールドコネクタ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、プロテクタを備えたシールドコネクタに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、コネクタハウジングに設けられた電線引出部から引き出された電線を略直角に屈
曲させて導くプロテクタを備えたプロテクタ付きコネクタとして、下記特許文献１に記載
のものが知られている。プロテクタは、Ｌ字状の一対の半割体を組み合わせることにより
筒状に構成されるようになっている。また、プロテクタは、電線引出部の外周面から径方
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向に突出した板状の嵌合片を各半割体の内側に設けられた溝状の嵌合凹部に嵌合させて、
電線引出部を両半割体によって包囲することで、コネクタハウジングに装着されるように
なっている。
　一方、金属製のケースに設けられた貫通孔に挿入されるコネクタハウジングと、コネク
タハウジングに設けられた筒状の電線引出部の外周面を覆った形態で貫通孔の開口縁部に
固定されるシールドブラケットと、電線引出部から引き出された電線を覆う編組線とを備
えたシールドコネクタとして下記特許文献２に記載のものが知られている。編組線は、シ
ールドブラケットの一端を覆うようにして電気的に接続されることで、電線引出部から引
き出された電線をシールドするようになっている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平１１－８９０４６号公報
【特許文献２】特開２０１１－２２８０１７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、特許文献２のシールドコネクタから引き出された電線を略直角に屈曲させて
導く必要がある場合、特許文献２のシールドコネクタに特許文献１のプロテクタを適用し
ようとすると、電線引出部はシールドブラケットに覆われ、シールドブラケットの筒部に
は電線を覆う編組線が接続されているため、電線引出部にプロテクタを装着することがで
きず、その対策が切望されていた。
【０００５】
　本発明は上記のような事情に基づいて完成されたものであって、コネクタハウジングが
シールドブラケットに覆われた状態でもプロテクタを固定可能にすることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記の目的を達成するための手段として本発明は、金属製のケースに設けられた貫通孔
に挿入される樹脂製のコネクタハウジングと、前記コネクタハウジングから電線を引き出
す電線引出部を覆った形態で前記貫通孔の開口縁部に固定される金属製のシールドブラケ
ットと、前記電線引出部から引き出された前記電線を同電線の引出方向と交差する方向に
屈曲させて導出する樹脂製のプロテクタとを備えたプロテクタ付きシールドコネクタであ
って、前記プロテクタは、前記シールドブラケットの外面に設けられた嵌合部が嵌合する
ことで同プロテクタを同シールドブラケットに固定する被嵌合部を具備しているところに
特徴を有する。
　このような構成のプロテクタ付きシールドコネクタによると、シールドブラケットにプ
ロテクタを固定でき、電線引出部から引き出された電線を所定方向に導くことができる。
【０００７】
　本発明の実施の態様として、以下の構成が好ましい。
　前記プロテクタは、前記電線と共に前記シールドブラケットの一部が前記電線の引出方
向と交差する方向に挿入される開口を有するプロテクタ本体部と、前記プロテクタ本体部
の前記開口を塞ぐことにより前記プロテクタ本体部と共に前記シールドブラケットの一部
を覆うカバー部とを備えており、前記嵌合部と前記被嵌合部とは、前記シールドブラケッ
トを前記プロテクタ本体部に挿入する際に、前記シールドブラケットの挿入方向に嵌合す
る構成としてもよい。
　このような構成によると、プロテクタ本体部内にシールドブラケットの一部を電線の引
出方向と交差する方向に挿入する際に、嵌合部と被嵌合部とを嵌合させてプロテクタを固
定することができる。これにより、例えば、プロテクタ本体部内にシールドブラケットの
一部を電線の引出方向に挿入して嵌合部と被嵌合部とを嵌合させてプロテクタを固定する
場合に比べて、シールドブラケットに対してプロテクタを強固に固定することができる。
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【０００８】
　前記シールドブラケットは、前記ケースの外面に接触して固定される板状の固定部と、
前記固定部と一体に形成され、前記電線引出部を覆うように前記ケースとは反対側に延び
る筒部とを有しており、前記被嵌合部は、前記嵌合部を内部に嵌合する形態とされており
、前記嵌合部は、前記固定部に設けられ、前記固定部において前記ケースに接触する接触
面よりも前記筒部側に配されている構成としてもよい。
　例えば、板状の固定部においてケースに接触する接触面と同一面上に嵌合部が設けられ
ている場合、嵌合部が被嵌合部内に嵌合されると、接触面をケースに面接触させることが
できなくなってしまう虞がある。ところが、上記の構成によると、嵌合部が接触面よりも
筒部側に配されているから、嵌合部を被嵌合部内に嵌合させた状態でも、嵌合片が接触面
と同一面上に設けられている場合に比べて、接触面をケースに面接触させ易くすることが
できる。これにより、接触面とケースとの接触面積が確保でき、シールド性能を向上させ
ることができる。
【０００９】
　前記被嵌合部は、前記嵌合部を囲む囲壁と、前記囲壁と連なって設けられ前記嵌合部と
前記被嵌合部とが正規の嵌合状態に至った際に前記嵌合部と当接する底壁とを有している
構成としてもよい。
　このような構成によると、嵌合部を囲む囲壁を底壁によって補強することができる。ま
た、囲壁を補強する底壁に嵌合部が当接することで、嵌合部と被嵌合部とが正規の嵌合状
態に至ったことを確認する嵌合検知機能として兼用することができる。
【００１０】
　前記シールドブラケットの一側には、複数の前記嵌合部が均等に配されている構成とし
てもよい。
　このような構成によると、プロテクタをシールドブラケットに対してバランスよく強固
に固定することができる。
【００１１】
　前記プロテクタには、前記プロテクタ本体部と前記カバー部とを組み付けた状態に保持
するロック機構が設けられており、前記被嵌合部は、前記プロテクタ本体部から外方に向
かって張り出した形態をなしており、前記被嵌合部は、前記ロック機構と連設されている
構成としてもよい。
　このような構成によると、プロテクタ本体部から張り出した被嵌合部を補強することが
できる。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、コネクタハウジングがシールドブラケットに覆われた状態でもプロテ
クタを固定することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】プロテクタ付きシールドコネクタの斜視図
【図２】同正面図
【図３】同平面図
【図４】同底面図
【図５】同背面図
【図６】同側面図
【図７】図２におけるＡ－Ａ線断面図
【図８】図２におけるＢ－Ｂ線断面図
【図９】プロテクタ付きシールドコネクタをケースに固定した状態を示す一部切欠平面図
【図１０】プロテクタのカバー部が開いた状態を斜め前方から視た斜視図
【図１１】シールドブラケットにプロテクタを装着する前の状態を示す斜視図
【図１２】プロテクタのカバー部が開いた状態を斜め後方から視た斜視図
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【図１３】プロテクタのカバー部が開いた状態を示す平面図
【図１４】同側面図
【図１５】プロテクタ付きシールドコネクタの分解斜視図
【図１６】カバー部が開いた状態のプロテクタの正面図
【図１７】同平面図
【図１８】同側面図
【図１９】シールドブラケットの平面図
【図２０】同背面図
【図２１】同側面図
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　＜実施形態＞
　本発明の実施形態について図１乃至図２１を参照して説明する。
　本実施形態は、機器Ｍに設けられた機器側コネクタＭＣに嵌合され、機器Ｍが収容され
た金属製のケースＣに固定されるプロテクタ付きシールドコネクタ１０を例示している。
なお、以下の説明において、上下方向とは図２における上下方向を基準とし、左右方向と
は図２における左右方向を基準とし、前後方向とは図３における機器側コネクタＭＣとの
嵌合方向を前方として説明する。
【００１５】
　プロテクタ付きシールドコネクタ１０は、図７乃至図９に示すように、ケースＣに設け
られた貫通孔Ｃ１に挿入されて機器側コネクタＭＣの機器側ハウジングＭＣ１に嵌合され
る合成樹脂製のコネクタハウジング４０と、電線Ｗの端末に接続されてコネクタハウジン
グ４０内に収容される一対の雌端子２０と、貫通孔Ｃ１から露出するコネクタハウジング
４０の外周面を覆った形態でケースＣに電気的に接続されて固定される金属製のシールド
ブラケット６０と、コネクタハウジング４０から引き出された電線Ｗを屈曲させて導出す
る合成樹脂製のプロテクタ８０とを備えて構成されている。
【００１６】
　機器側コネクタＭＣは、図９に示すように、フード状をなす機器側ハウジングＭＣ１を
有しており、機器側ハウジングＭＣ１の奥壁には、板状の雄端子（図示せず）が一対突出
して設けられている。
【００１７】
　雌端子２０は、図７、図８および図１５に示すように、機器側コネクタＭＣの雄端子に
接続される角筒部２１と、角筒部２１の後方に連なって設けられた電線接続部２２とを備
えて構成されている。角筒部２１の内部には、前方から角筒部２１内に挿入された雄端子
に弾性的に接触する弾性接触片２３が設けられており、雄端子と弾性接触片２３とが弾性
的に接触することで、雄端子と雌端子２０とが電気的に接続されるようになっている。
　電線接続部２２は、角筒部２１と共通して設けられた底板２４の両側縁から延出された
一対のバレル片２５を有しており、一対のバレル片２５が電線Ｗの端末に露出された芯線
Ｗ１にかしめ圧着されることで、電線Ｗの端末に雌端子２０が接続されている。
【００１８】
　コネクタハウジング４０は、図７、図８および図１５に示すように、左右方向に扁平で
前後方向に長いブロック状をなしている。コネクタハウジング４０の内部には、複数（本
実施形態では３つ）のキャビティ４１が左右方向に並んで形成されており、右端のキャビ
ティ４１はショート端子Ｔを前方から収容するショート端子用キャビティ４２とされ、右
端のキャビティ４１以外のキャビティ４１は、雌端子２０を後方から収容する雌端子用キ
ャビティ４３とされている。
【００１９】
　ショート端子用キャビティ４２は、コネクタハウジング４０の前後方向略中央部よりも
やや前寄りの位置にショート端子Ｔを収容して固定する端子固定部４４が設けられている
。また、ショート端子用キャビティ４２には、端子固定部４４に固定されたショート端子



(6) JP 2014-194890 A 2014.10.9

10

20

30

40

50

Ｔに設けられた一対のショートピンＴ１にそれぞれ接続された中継端子Ｔ２が収容され、
中継端子Ｔ２の前方には中継端子Ｔ２を抜け止めする端子ホルダ４５が装着されている。
中継端子Ｔ２は、コネクタハウジング４０と機器側ハウジングＭＣ１とが嵌合されると、
機器側ハウジングＭＣ１内のインターロック回路に設けられた一対のインターロック端子
（図示せず）に接続されるようになっている。
【００２０】
　雌端子用キャビティ４３は、前後方向に貫通して形成されている。雌端子用キャビティ
４３の内壁には、雌端子２０の角筒部２１を後方から係止するランス４６が設けられてお
り、このランス４６は、雌端子２０の角筒部２１に設けられたランス孔２６に嵌まり込む
ことで雌端子用キャビティ４３内に雌端子２０を保持している。そして、機器側ハウジン
グＭＣ１とコネクタハウジング４０とが正規に嵌合されると、雌端子用キャビティ４３の
前端開口から雄端子が進入し、雄端子と雌端子２０とが電気的に接続される。
【００２１】
　コネクタハウジング４０の後部は、雌端子２０に接続された電線Ｗが後方に引き出され
る電線引出部４７とされ、電線引出部４７からは、複数（本実施形態では二本）の電線Ｗ
が後方に引き出されている。
【００２２】
　電線引出部４７の外周には、シールドブラケット６０が装着されるようになっている。
シールドブラケット６０は、図１５、図１９乃至図２１に示すように、導電性を有する金
属板材を絞り加工などを施すことによって形成されており、電線引出部４７を全周に亘っ
て覆う左右方向に横長な長円形状の筒部６１と、ケースＣにおける貫通孔Ｃ１の開口縁部
に固定される板状の固定部６２とを備えて構成されている。
【００２３】
　筒部６１は、図７および図８に示すように、前後方向に貫通した形態をなしており、電
線引出部４７の後方から組み付け可能とされている。また、筒部６１は、電線引出部４７
における上下左右の外面に設けられた複数の前止まり片４８によって前端開口縁が前方か
ら係止され、電線引出部４７の上下両側に設けられたロック片４９の係止部４９Ａによっ
て後端開口縁が後方から係止されることで、電線引出部４７の外周に装着される。これに
より、シールドブラケット６０とコネクタハウジング４０とが互いに前後方向にずれるこ
となく固定される。
　筒部６１の外周面には、図７、図８および図１３に示すように、電線引出部４７から引
き出された複数の電線Ｗを一括して覆う編組線Ｓの端末が後方から外嵌され、その外周に
長円形状のかしめリングＲを圧着することで、筒部６１に編組線Ｓが電気的に接続される
ようになっている。このため、電線引出部４７と電線引出部４７から後方に引き出された
複数の電線Ｗとは、筒部６１と編組線Ｓによって完全に覆われた状態となっている。
【００２４】
　固定部６２は、図２０に示すように、筒部６１の前端開口縁から径方向外側に張り出す
形態で筒部６１と一体に形成されており、固定部６２の前面は、図９、図１９および図２
１に示すように、ケースＣの外面Ｃ２に面接触する接触面６３とされている。また、固定
部６２の上縁部は、山形状に張り出しており、この山形状に張り出した部分にナット６５
が装着されたナット装着部６４が設けられている。ナット装着部６４は、図８に示すよう
に、接触面６３よりも一段後退した位置に配されており、ナット装着部６４の後方からナ
ット６５が装着されている。
【００２５】
　ナット６５は、ナット装着部６４に設けられた挿通孔６４Ａに後方から挿通され、ナッ
ト６５の外周面に設けられたフランジ部６６とナット６５の前端部に装着されたＣリング
６７とによって挿通孔６４Ａの開口縁を前後方向から挟み込むことでナット装着部６４に
装着されている。なお、ナット装着部６４が接触面６３よりも一段後退した位置に配され
ているため、ナット６５の前端部とＣリング６７とは、固定部６２の接触面６３よりも後
方に配された状態となっている。
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【００２６】
　そして、シールドブラケット６０をケースＣに固定する際には、コネクタハウジング４
０をケースＣの貫通孔Ｃ１に挿入してケースＣのボルトＢＴにナット６５を螺合させて締
め込み、固定部６２の接触面６３がケースＣの外面Ｃ２に面接触して締め込みが停止した
ところで、固定部６２がケースＣに固定されて電気的に接続される。また、シールドブラ
ケット６０がケースＣに固定されると、機器側ハウジングＭＣ１とコネクタハウジング４
０とが正規嵌合して雄端子と雌端子２０とが電気的に接続され、これとほぼ同時にショー
ト端子Ｔとインターロック端子とが接続される。
【００２７】
　固定部６２の外周縁には、図２０および図２１に示すように、径方向外側に突出する複
数（本実施形態では三つ）の嵌合片６８が設けられている。これらの嵌合片６８は、固定
部６２の左右両端縁を含む略下半分の領域（固定部６２の一側）に均等に配されるように
固定部６２の下縁および固定部６２の左右両端縁にそれぞれ設けられており、嵌合片６８
の先端部は、図７および図８に示すように、固定部６２の接触面６３よりも後側（筒部６
１側）に一段後退した形態とされている。詳細には、各嵌合片６８は、固定部６２から径
方向外側に僅かに延びた後、後側に僅かに延びて、さらに径方向外側に突出した形態をな
しており、嵌合片６８の先端部は、図２０に示すように、正面視略矩形板状をなしている
。
【００２８】
　プロテクタ８０は、図３、図７および図８に示すように、略Ｌ字状をなし、シールドブ
ラケット６０の筒部６１と共に電線引出部４７から後方に引き出された電線Ｗを収容して
シールドブラケット６０の固定部６２に固定される収容部８１と、収容部８１の右側端部
に設けられたグロメット装着部８２を備えて構成されている。
　グロメット装着部８２は、図１１に示すように、上方に開口した断面半円形の凹状をな
し、図２乃至図６に示すように、収容部８１から導出された複数の電線Ｗを一括して収容
するグロメットＧが上方から載置されて、例えばテープなどによって固定されるようにな
っている。
【００２９】
　収容部８１は、図７に示すように、前方と右方に開口した筒状に形成されており、収容
部８１の前後方向略中央部よりも前側部分にはシールドブラケット６０の筒部６１が収容
され、後側部分には電線引出部４７から後方に引き出された電線Ｗが電線Ｗの引出方向と
交差する右方向に略直角に屈曲されて収容されている。また、収容部８１は、略Ｌ字状に
屈曲して形成されたプロテクタ本体部８３と、プロテクタ本体部８３に上方から組み付け
可能なカバー部８４とを備えて構成されている。
【００３０】
　プロテクタ本体部８３は、図１０乃至図１５に示すように、上方に開口した凹状に形成
されており、図１および図８に示すように、プロテクタ本体部８３にカバー部８４を上方
から組み付けてプロテクタ本体部８３の上端開口をカバー部８４で塞ぐことで、プロテク
タ本体部８３とカバー部８４とによって収容部８１が構成されるようになっている。
　また、プロテクタ本体部８３は、上方以外に前方および右方に開口した形態をなしてお
り、図１１および図１８に示すように、前側の開口縁部がシールドブラケット６０の筒部
６１を上方から収容する断面略Ｕ字状のブラケット収容凹部８５とされ、右側の開口縁部
が電線Ｗをグロメット装着部８２側に導出させる部分とされている。
【００３１】
　プロテクタ本体部８３の深さ寸法は、図８に示すように、シールドブラケット６０にお
ける筒部６１の上下方向（短辺方向）の高さ寸法よりも大きく設定されており、ブラケッ
ト収容凹部８５に筒部６１が上方から収容されると、筒部６１と共に電線引出部４７から
引き出された全ての電線Ｗがプロテクタ本体部８３の上端開口から上方にはみ出すことな
く収容されるようになっている。つまり、プロテクタ本体部８３内に全ての電線Ｗを収容
して、板状のカバー部８４によってプロテクタ本体部８３に蓋をするだけで収容部８１内
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に筒部６１と全ての電線Ｗを容易に配置することができるようになっている。
【００３２】
　ブラケット収容凹部８５の前端開口には、図１５乃至図１７に示すように、シールドブ
ラケット６０の固定部６２における嵌合片６８が上方から内部に嵌合される被嵌合凹部８
７が設けられている。被嵌合凹部８７は、嵌合片６８と対応する位置である下端縁と左右
両端縁との計三箇所に径方向外側に張り出して設けられており、被嵌合凹部８７内に嵌合
片６８の先端部が上方（プロテクタ本体部８３の上端開口をカバー部で塞ぐ方向）から嵌
合されることで、図７および図８に示すように、ブラケット収容凹部８５内に筒部６１が
位置決めされて収容されるようになっている。
【００３３】
　各被嵌合凹部８７は、図３、図８および図９に示すように、嵌合片６８を囲む左右方向
に横長な囲壁８８を有しており、囲壁８８の板厚寸法は、固定部６２の接触面６３から嵌
合片６８の先端部が後退した寸法Ｌよりも僅かに小さく形成されている。
【００３４】
　左右に配された被嵌合凹部８７の囲壁８８は、図１５および図１７に示すように、ブラ
ケット収容凹部８５の外側面から外側に延びた後、前側に折り曲げられて、さらにブラケ
ット収容凹部８５に向かって折り返された形態をなしており、囲壁８８の下端部には、囲
壁８８を補強する底壁８９が囲壁８８の下端部を塞ぐように連設されている。囲壁８８の
内側には、左右に配された嵌合片６８の先端部が上方からそれぞれ嵌合されるようになっ
ており、嵌合片６８と被嵌合凹部８７とが正規の嵌合状態に至ると、図２に示すように、
嵌合片６８の下端部が底壁８９に当接するように設定されている。
【００３５】
　下側に配された被嵌合凹部８７の囲壁８８は、図１７に示すように、上下方向に貫通す
る筒状をなしており、左右の被嵌合凹部８７に嵌合片６８が嵌合されるのとほぼ同時に固
定部６２の下側に配された嵌合片６８の先端部が嵌合されるようになっている。そして、
左右の被嵌合凹部８７と嵌合片６８とが正規の嵌合状態に至ると、図８に示すように、下
側の被嵌合凹部８７も嵌合片６８と正規の嵌合状態に至り、図２に示すように、下側の被
嵌合凹部８７における囲壁８８の上端縁と固定部６２の下端縁とが当接するように設定さ
れている。
【００３６】
　プロテクタ本体部８３の上端開口における後端縁には、図１０乃至図１５に示すように
、カバー部８４が一対のヒンジ９０を介して連結されている。一対のヒンジ９０は、プロ
テクタ本体部８３の後端縁において左右方向略中央部を除くほぼ全域を連結するように左
右両側に設けられており、カバー部８４は、これらのヒンジ９０を支点に回動してプロテ
クタ本体部８３の上方から組み付け可能とされている。
　カバー部８４は、板状のカバー本体９１と、カバー本体９１の左右両端縁に設けられた
一対の係止片（被係止部）９２とを備えて構成されている。
　カバー本体９１は、プロテクタ本体部８３の上端開口を上方から塞ぐ形態とされており
、シールドブラケット６０の筒部６１をブラケット収容凹部８５内に収容してカバー本体
９１によってプロテクタ本体部８３の上端開口を塞ぐと、図８に示すように、筒部６１が
全周に亘って収容部８１に覆われるようになっている。
【００３７】
　すなわち、固定部６２の嵌合片６８をプロテクタ本体部８３の被嵌合凹部８７に嵌合さ
せて、ブラケット収容凹部８５内に筒部６１を収容することで、図７に示すように、シー
ルドブラケット６０に対してプロテクタ本体部８３が前後方向に位置ずれすることなく固
定され、プロテクタ本体部８３に対してカバー本体９１を組み付けることで、図８に示す
ように、筒部６１が収容部８１に覆われて、ブラケット収容凹部８５から筒部６１が上方
に外れないように固定されるようになっている。
【００３８】
　また、カバー本体９１は、その後端縁が一対のヒンジ９０によってプロテクタ本体部８
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３と連結されており、電線引出部４７を覆う筒部６１がブラケット収容凹部８５内に収容
されると、一対のヒンジ９０は、図８に示すように、プロテクタ本体部８３の後側（電線
Ｗの引出方向に電線引出部４７と対向する側）で、かつ電線Ｗの導出方向（プロテクタ本
体部８３からグロメット装着部８２側に電線Ｗが導出された方向）に沿って配された状態
となる。
【００３９】
　一対の係止片９２は、図１に示すように、ブラケット収容凹部８５と対応する部分の左
右両端縁から下方に向かって延出された板状に設けられており、カバー本体９１がプロテ
クタ本体部８３に組み付けられると、図４および図７に示すように、ブラケット収容凹部
８５の外側面に沿って配されるように設定されている。
　各係止片９２の先端部における外側面には、図１０乃至図１５に示すように、係止爪９
３が設けられており、係止爪９３は、係止片９２の外側面から上方に向かうほど外側に向
かって傾斜して、その後端縁から係止片９２に向かって延びて係止片９２の外側面と直交
する被係止面９３Ａを有する形態とされている。
【００４０】
　一方、ブラケット収容凹部８５の左右両外側面には、カバー部８４の係止片９２と対応
する位置に係止片９２と係止可能な係止枠９４が設けられている。
　係止枠９４は、ブラケット収容凹部８５の外側面に沿って前後方向に延びる長辺枠部９
５と、長辺枠部９５の前後両端からブラケット収容凹部８５の外側面に向かって延びる一
対の短辺枠部９６と、長辺枠部９５の下端縁に設けられた係止突起９８とからなり、短辺
枠部９６における長辺枠部９５とは反対側の端部がブラケット収容凹部８５の外側面に連
結されることで、係止枠９４とブラケット収容凹部８５とによって上下方向に貫通する係
止孔９７が構成されている。
【００４１】
　係止孔９７は、図６に示すように、ブラケット収容凹部８５の側面に沿うように前後方
向に長い略矩形状をなし、上方からカバー部８４の係止片９２が挿通可能とされている。
また、係止孔９７の前後方向の長さ寸法はカバー部８４の係止片９２の前後方向の長さ寸
法よりもやや大きめに形成されている。これにより、カバー部８４がヒンジ９０を支点に
回動して係止片９２が円弧状の軌跡を描きつつ係止孔９７に挿通される際に、係止片９２
と係止枠９４とが干渉しないようになっている。
【００４２】
　前側に配された短辺枠部９６の下端部は、図６、図１１、図１２および図１４に示すよ
うに、左右に配された被嵌合凹部８７の囲壁８８の上端部に連なっており、係止枠９４と
被嵌合凹部８７とが互いに補強する関係となっている。
【００４３】
　係止突起９８は、図１０乃至図１２に示すように、左右方向外側(電線Ｗの引出方向と
交差する方向）に弾性変位可能に設けられている。また、係止突起９８は、長辺枠部９５
から下方に向かうほどブラケット収容凹部８５の外側面に向かって傾斜した形態をなして
おり、図１３乃至図１７に示すように、係止突起９８の下端部が係止孔９７における係止
片９２の進入経路内にやや突出している。
　したがって、係止孔９７内に係止片９２が挿入されると係止片９２の係止爪９３と係止
突起９８とが干渉し、係止爪９３によって押圧されることで係止突起９８が外方に弾性変
位する。
　そして、係止孔９７内に係止片９２が正規の位置まで挿入されると、係止爪９３と係止
突起９８との干渉が解除され、図６に示すように、係止爪９３の被係止面９３Ａが係止突
起９８によって上方から係止される。これにより、係止片９２が係止孔９７内に抜け止め
され、プロテクタ本体部８３にカバー部８４が組み付けられた状態に固定されることで、
プロテクタ８０がシールドブラケット６０から外れることなく固定されている。
【００４４】
　本実施形態のプロテクタ付きシールドコネクタ１０は以上のような構成であって、続い
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て、プロテクタ付きシールドコネクタ１０の組み付け方法を簡単に説明すると共に、その
作用効果を説明する。
　まず、シールドブラケット６０の筒部６１内に前方からコネクタハウジング４０の電線
引出部４７を挿入し、前止まり片４８とロック片４９とによって筒部６１が前後方向から
係止されることで、コネクタハウジング４０にシールドブラケット６０が装着される。
【００４５】
　次に、雌端子用キャビティ４３の後端開口から電線Ｗの端末に接続された雌端子２０を
挿入し、ランス４６によって雌端子２０が後方から係止されることで雌端子２０が雌端子
用キャビティ４３内に保持される。また、ショート端子用キャビティ４２にショート端子
Ｔと中継端子Ｔ２とが前方から挿入され、端子ホルダ４５によってショート端子Ｔと中継
端子Ｔ２とがショート端子用キャビティ４２に抜け止めされる。
　次に、電線Ｗを一括して覆った編組線Ｓの端末を筒部６１の外周面に外嵌し、更にその
外周にかしめリングＲを圧着することで、電線引出部４７と電線引出部４７から後方に引
き出された複数の電線Ｗとが筒部６１と編組線Ｓによって完全に覆われる。
【００４６】
　次に、カバー部８４が開いたプロテクタ８０を用意し、図１１に示すように、プロテク
タ本体部８３に対してシールドブラケット６０を上方から組み付ける。
　詳細には、まず、電線引出部４７から引き出された電線Ｗを右方向に略直角に屈曲させ
てプロテクタ本体部８３内に配置し、続けて、図１２乃至図１４に示すように、プロテク
タ本体部８３の各被嵌合凹部８７に固定部６２の嵌合片６８を上方からそれぞれ嵌合させ
てシールドブラケット６０の筒部６１をブラケット収容凹部８５内に収容する。このとき
、左右の被嵌合凹部８７における底壁８９に嵌合片６８の下端縁が当接することでそれぞ
れの嵌合片６８と被嵌合凹部８７とが正規の嵌合状態に至る。つまり、囲壁８８を補強す
る底壁８９を、嵌合片６８と被嵌合凹部８７とが正規の嵌合状態に至ったことを確認する
嵌合検知機能として兼用することができる。これにより、別途嵌合検知機能を設けずにシ
ールドブラケット６０に対してプロテクタ８０を取り付ける作業効率を向上させることが
できる。また、これと同時に下側の被嵌合凹部８７に下側の嵌合片６８が嵌合され、下側
の被嵌合凹部８７における囲壁８８の上端縁と固定部６２の下端縁とが当接する。
【００４７】
　ところで、本実施形態のように、電線が電線引出部から引き出されてすぐに略直角に屈
曲されて導出されるものにおいて、例えば、プロテクタ本体部に対してシールドブラケッ
トを前方から組み付けるような場合には、屈曲させた部分までの電線の長さが限られてい
るため、シールドブラケットを前後方向に組み付ける分だけ電線の長さを長くしたり、電
線を略直角に屈曲させてプロテクタ本体部内に配置した後、シールドブラケットをプロテ
クタ本体部に対して前方から組み付ける際に電線の屈曲位置をずらしたりする必要があり
、作業性が悪くなってしまう。このため、シールドブラケットを先にプロテクタ本体部に
組み付けて後から電線を略直角に屈曲させてプロテクタ本体部に収容する手段も考えられ
るが、シールドブラケットをプロテクタ本体部に組み付けた後で電線を略直角に屈曲させ
てプロテクタ本体部に収容しようとすると、電線を屈曲させる時の反力がプロテクタ本体
部とシールドブラケットとを固定する部分にかかることから、プロテクタ本体部からシー
ルドブラケットが浮き上がったり、プロテクタ本体部からシードブラケットが外れたりし
て、結局作業性が悪化することになる。
　ところが、本実施形態によると、先に電線Ｗを略直角に屈曲させて、プロテクタ本体部
８３内に配置してから、シールドブラケット６０の筒部６１をブラケット収容凹部８５内
に上方から収容するから、シールドブラケットをプロテクタ本体部に対して前方から組み
付ける場合に比べて、組み付け作業性がよく、電線が電線引出部から引き出されてすぐに
略直角に屈曲されて導出される場合に非常に有効である。
【００４８】
　最後に、プロテクタ８０の一対のヒンジ９０を支点にカバー部８４を回動させて、プロ
テクタ本体部８３の上方からカバー部８４をプロテクタ本体部８３に組み付けることで、
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プロテクタ付きシールドコネクタ１０を完成させる。
　詳細には、カバー部８４のカバー本体９１をプロテクタ本体部８３の上端開口を塞ぐよ
うに組み付け、カバー部８４の一対の係止片９２をプロテクタ本体部８３の係止孔９７に
挿入する。この挿入過程において、係止片９２の係止爪９３が係止枠９４の係止突起９８
と干渉して係止突起９８が左右方向外側に弾性変位し、係止片９２が係止枠９４に対して
正規の位置まで挿入されると係止爪９３と係止突起９８との干渉状態が解除され、係止爪
９３の被係止面９３Ａが係止突起９８によって上方から係止される。これにより、係止片
９２が係止孔９７内に抜け止めされて、プロテクタ本体部８３にカバー部８４が組み付け
られた状態に固定される。
【００４９】
　すなわち、本実施形態によると、プロテクタ本体部８３とカバー部８４とを組み付けて
プロテクタ本体部８３の上端開口をカバー部８４によって塞ぐ際に、固定部６２の下側外
周縁の三箇所に均等に配した嵌合片６８とプロテクタ８０の被嵌合凹部８７とを上下方向
に嵌合させることで、図２、図７および図８に示すように、プロテクタ８０をシールドブ
ラケット６０に対してバランスよく容易にかつ強固に固定することができる。また、本実
施形態によると、プロテクタ本体部８３のブラケット収容凹部８５内に筒部６１が上方か
ら収容されると同時に、電線の引出方向と直交する上下方向に嵌合片６８と被嵌合凹部８
７とが嵌合して、プロテクタ８０がシールドブラケット６０に固定されるから、例えば、
電線の引出方向と同一方向である前後方向に筒部がブラケット収容凹部内に収容されるこ
とにより嵌合片と被嵌合凹部とが嵌合して、プロテクタがシールドブラケットに固定され
る場合に比べて、シールドブラケットに対してプロテクタを強固に固定することができる
。　
【００５０】
　次に、プロテクタ付きシールドコネクタ１０を機器ＭのケースＣに固定する際には、コ
ネクタハウジング４０の前部をケースＣの貫通孔Ｃ１に挿入して、ケースＣのボルトＢＴ
にシールドブラケット６０のナット装着部６４におけるナット６５を螺合させて締め込み
、固定部６２の接触面６３がケースＣの外面Ｃ２に面接触したところで締め込みを停止す
る。これにより、図９に示すように、固定部６２がケースＣに固定されて電気的に接続さ
れる。また、シールドブラケット６０がケースＣに固定されると、機器側ハウジングＭＣ
１とコネクタハウジング４０とが正規嵌合して雄端子と雌端子２０とが電気的に接続され
、これとほぼ同時にショート端子Ｔとインターロック端子とが接続される。
【００５１】
　ところが、例えば、固定部６２においてケースＣに接触する接触面６３と同一面上に嵌
合片やナット装着部が設けられている場合、固定部の接触面をケースに面接触させること
ができなる虞がある。
　しかしながら、本実施形態によると、図３、図８および図９に示すように、被嵌合凹部
８７内に嵌合される嵌合片６８の先端部が接触面６３よりも後側（筒部側）に一段後退し
て配され、嵌合片６８の先端部が接触面６３から後退した寸法Ｌが被嵌合凹部８７の囲壁
８８の板厚寸法よりも僅かに小さく形成されている。また、ナット６５の前端部およびＣ
リング６７が接触面６３よりも後方に配されている。
　これにより、ケースＣの貫通孔Ｃ１の開口縁部に接触面６３を確実に面接触させて固定
することができ、接触面と同一面上に嵌合片やナット装着部が設けられている場合に比べ
て、シールドブラケット６０とケースＣとの電気的な接続信頼性を向上させることができ
る。
【００５２】
　ところで、例えば、プロテクタにおいて、電線引出部の後方位置にプロテクタ本体部と
カバー部と組み付けた状態に保持する係止片および係止枠部が電線の引出方向と同一方向
に弾性変位可能に設けられていると、電線に大電流を流すために電線が大径化するなどし
て電線の曲げ剛性が大きくなった場合、プロテクタ内において屈曲させた電線の反力によ
ってプロテクタ本体部やカバー部が前後方向に撓むことにより係止枠が弾性変位し、係止
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片と係止枠との係止が解除され、プロテクタ本体部からカバー部が外れてしまう虞がある
。
　ところが、本実施形態によると、図７に示すように、屈曲された電線Ｗの反力が働く方
向（電線Ｗが引き出されたＸ方向）と略直交方向である左右方向に係止枠９４の係止突起
９８が弾性変位するから、仮に電線Ｗの反力電線Ｗが元に戻ろうとする力）によってプロ
テクタ本体部８３やカバー部８４がＸ方向に多少弾性変形したとしても、係止枠９４が撓
むことがない。これにより、係止片９２の係止爪９３と係止枠９４の係止突起９８との係
止代が小さくなることを防ぎ、プロテクタ本体部８３からカバー部８４が外れてしまうこ
とを抑制することができる。
【００５３】
　また、電線引出部４７の後方位置(電線引出部４７と電線Ｗの引出方向に対向する位置
）には、電線Ｗの反力が最も働くことになるが、この位置には、図８に示すように、プロ
テクタ本体部８３の後端縁とカバー本体９１の後端縁とを連結する一対のヒンジ９０が一
部を除いてほぼ全幅に亘って（電線Ｗの導出方向に沿って）設けられているから、電線Ｗ
の反力によってプロテクタ本体部８３とカバー部８４とを互いに組み付けた後端部分が開
いてプロテクタ本体部８３からカバー部８４が外れてしまうことを確実に防止することが
できる。
【００５４】
　また、仮に電線Ｗの反力によってプロテクタ本体部８３やカバー部８４が前後方向に多
少弾性変形したとしても、プロテクタ本体部８３およびカバー部８４において電線Ｗの反
力を受ける後側部分とは反対側に位置するブラケット収容凹部（電線引出部４７の外側を
覆う部分）８５に係止片９２と係止枠９４とが設けられているから、係止片９２および係
止枠９４に電線Ｗの反力が及ぼす影響を低減させることができる。これにより、プロテク
タの後端部周辺に係止片および係止枠が設けられている場合に比べて、係止片９２と係止
枠９４との係止力が低下してプロテクタ本体部８３とカバー部８４とが外れてしまうこと
を抑制することができる。
【００５５】
　また、例えば、電線引出部４７から電線Ｗを後方に突出させるスペースを大きく取るこ
とができない場合、一対のヒンジの周辺部分に係止片および係止枠を設けると、係止片お
よび係止枠を設けた分だけ収容部の内部空間を小さくする必要がある。そうすると、収容
部内において電線がさらに屈曲されて窮屈な状態となり、電線の反力（屈曲された電線が
元に戻ろうとすることで収容部が電線に押圧される力）がさらに大きくなってしまう。と
ころが、本実施形態によると、係止片９２および係止枠９４が電線引出部４７の外周を覆
うブラケット収容凹部８５の外周面に設けられているから、電線引出部４７から電線Ｗを
後方に突出させるスペースを大きく確保することができない場合にも、非常に有効である
。
【００５６】
　また、本実施形態によると、図８に示すように、プロテクタ本体部８３内に複数の電線
Ｗを全て配置して、板状のカバー部８４によって蓋をする構成となっているから、電線Ｗ
の反力をプロテクタ本体部８３のみで受けることができ、例えば、一対の半割体からなる
プロテクタ本体部とカバー部とを組み付ける構成に比べて、電線Ｗの反力によってプロテ
クタ本体部８３とカバー部８４とが互いに組み付け位置を起点に開いて外れてしまうこと
をさらに抑制することができる。
【００５７】
　さらに、一対の半割体からなるプロテクタ本体部とカバー部とからなるプロテクタでは
、プロテクタ本体部にカバー部を組み付ける際に、プロテクタ本体部とカバー部との間で
電線を挟み込むなど組み付け作業の作業効率が低下する虞がある。ところが、上記の構成
によると、プロテクタ本体部８３内に電線Ｗを屈曲させて配置してから、カバー部８４に
よってプロテクタ本体部８３を塞ぐようにして収容部８１を構成しているので、プロテク
タ本体部８３とカバー部８４との間での電線Ｗの挟み込みを防ぎ、プロテクタ本体部８３



(13) JP 2014-194890 A 2014.10.9

10

20

30

40

50

に対するカバー部８４の組み付け作業を容易に行うことができる。
【００５８】
　以上のように本実施形態のプロテクタ付きシールドコネクタ１０によると、図１乃至図
９に示すように、シールドブラケット６０の固定部６２における嵌合片６８にプロテクタ
８０の被嵌合凹部８７を嵌合させ、プロテクタ８０の収容部８１にシールドブラケット６
０の筒部６１を収容することで、シールドブラケット６０にプロテクタ８０を固定するこ
とができる。ひいては、コネクタハウジング４０の電線引出部４７から引き出された電線
Ｗを右方向に屈曲させて導出することができる。
【００５９】
　さらに、プロテクタ８０において、プロテクタ本体部８３とカバー部８４とを組み付け
状態に係止する係止枠９４の係止突起９８は電線Ｗの反力が働く方向と交差する左右方向
に弾性変位可能とされているから、仮に電線Ｗの反力によってプロテクタ本体部８３やカ
バー部８４が前後方向に弾性変形したとしても、係止片９２の係止爪９３と係止枠９４の
係止突起９８との係止代が小さくなることを防ぐことができ、プロテクタ本体部８３から
カバー部８４が外れてしまうことを抑制することができる。
【００６０】
　＜他の実施形態＞
　本発明は上記記述及び図面によって説明した実施形態に限定されるものではなく、例え
ば次のような実施形態も本発明の技術的範囲に含まれる。
　（１）上記実施形態では、電線引出部４７から後方に引き出された電線Ｗを右方向に屈
曲させて導出させた構成としたが、本発明はこのような態様に限定されるものではなく、
例えば、電線を上下方向や左方向に屈曲させて導出してもよい。
　（２）上記実施形態では、係止片９２の係止爪９３と係止枠９４の係止突起９８とが干
渉し、係止突起９８が弾性変位する構成としたが、本発明はこのような態様に限定される
ものではなく、例えば、係止片を弾性変位可能に形成し、係止片を弾性変形させて係止片
と係止枠とを係止させる構成にしてもよい。
　（３）上記実施形態では、係止片９２および係止枠９４をブラケット収容凹部８５にお
ける左右の外側面に設けた構成としたが、本発明はこのような態様に限定されるものでは
なく、例えば、係止片および係止枠をブラケット収容凹部の上側面に設けた構成にしても
よい。
【００６１】
　（４）上記実施形態では、電線引出部４７から二本の電線Ｗが後方に引き出された構成
としたが、本発明はこのような態様に限定されるものではなく、例えば、電線引出部から
一本や三本以上の電線が引き出された構成にしてもよい。
　（５）上記実施形態では、嵌合片６８を固定部６２の外周縁に設けた構成としたが、本
発明はこのような態様に限定されるものではなく、例えば、嵌合片を筒部の前端部に設け
た構成にしてもよい。
　（６）上記実施形態では、被嵌合凹部８７の囲壁８８と係止枠９４の短辺枠部９６とが
上下方向に連なった構成としたが、本発明はこのような態様に限定されるものではなく、
例えば、囲壁と短辺枠部とが前後方向に連なった構成にしてもよい。
　（７）上記実施形態では、固定部６２の下側外周縁に三つの嵌合片６８が設けられた構
成としたが、本発明はこのような態様に限定されるものではなく、例えば、固定部の下側
外周縁に嵌合片が二つや四つ以上設けられた構成にしてもよい。
【符号の説明】
【００６２】
１０：プロテクタ付きシールドコネクタ
４０：コネクタハウジング
４７：電線引出部
６０：シールドブラケット
６１：筒部
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６２：固定部
６３：接触面
６８：嵌合片(嵌合部）
８０：プロテクタ
８３：プロテクタ本体部
８４：カバー部
８７：被嵌合凹部(被嵌合部)
８８：囲壁
８９：底壁
９４：係止枠(ロック機構)
Ｃ：ケース
Ｃ１：貫通孔
Ｗ：電線

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】 【図１０】
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【図１３】 【図１４】
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【図１７】 【図１８】
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